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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

10万人以上/日の駅における
ホームドア整備状況等について

（全社集計）

資料１



１０万人以上駅のホームドア設置駅数

○2018年度末時点で123駅の整備が完了（整備率：約44%）
○2020年度末には167駅の整備が完了予定（整備率：約60%）
○2025年度末には205駅（※）の整備が完了予定（整備率：約73%）
（※）このほか、具体的な箇所が未定のため未計上だが、整備予定の駅あり

○2026年度以降の計画を合わせると262駅（注）の整備が完了予定（整備率：約94％）
（注）※を含む

＜設置駅数＞ ＜整備率＞

■･･･設置数（■･･･設置予定） − ･･･整備率

設置見込み
設置見込み

123

167

205

44

60

73

総駅数：279（駅）
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運輸局別ホームドア整備状況

○2018年度末時点で123駅の整備が完了（整備率：約44%）
○2020年度末には167駅の整備が完了予定（整備率：約60%）
○2025年度末には205駅（※）の整備が完了予定（整備率：約73%）
（※）このほか、具体的な箇所が未定のため未計上だが、整備予定の駅あり

○2026年度以降の計画を合わせると262駅（注）の整備が完了予定（整備率：約94％）
（注）※を含む

＜設置駅数＞ ＜整備率＞

設置見込み 設置見込み

123

167
205

44
60

73

総駅数：279（駅）



別紙５

新型ホームドアの主なタイプ

タ
イ
プ
／
製
作
者

主
な
特
徴
等

○軽量化により本体機器費、設置コスト費、メ
ンテナンス費の低減や工期短縮

○定位置停止装置※の有無により2種類の開口
幅を用意

○列車が停止したことを検知し、車両扉との連
携での開閉
（手動でも開閉可能）

○扉位置の異なる車両の乗り入れに対応

○列車の停止する位置の許容範囲を拡大
（定位置停止装置※未整備対応）

○乗務員がリモコン送信機によりホームドアを開閉
（停止位置検知装置による自動開操作との併用可能）
（手動でも開閉可能）

○扉枚数及び扉位置の異なる車両への対応
（3扉車、4扉車、特急列車の停車に対応）

○列車の停止する位置の許容範囲を拡大
（定位置停止装置※未整備対応）

○列車が停止したことを検知し、ホーム柵を自
動開
（手動でも開閉可能）

開
口
幅

2m／2.8m 最小2m～最大4m程度 4m～最大13m程度

導
入
駅

（
下
線
は
試
行
駅
）

JR東日本：町田駅(2016年12月～)

東京ﾒﾄﾛ：東西線九段下駅(2018年2月～)
高田馬場駅(2018年6月～)
飯田橋駅(2018年11月～)
早稲田駅(2018年12月～)

JR西日本：総持寺駅(2018年3月～)

JR西日本：六甲道駅(2014年12月～)
高槻駅(2016年3月～)
大阪駅(2019年2月～)

西鉄：西鉄福岡（天神）駅(2019年2月～)

導
入

予
定
駅

JR東日本：蕨駅(2019年年度末予定)、
新子安駅、鶯谷駅、上中里駅、
東十条駅、与野駅、大宮駅
(2020年度2四半期以降整備予定)

東京ﾒﾄﾛ：東西線大手町駅、日本橋駅、茅場町駅、
門前仲町駅、東陽町駅、西葛西駅、
葛西駅(2025年度までに整備)

JR西日本：三ノ宮駅(2019年秋頃まで)
京都駅(2021年度まで)

JR東日本ﾒｶﾄﾛﾆｸｽ ナブテスコ JR西日本ﾃｸｼｱ

※ 定位置停止装置(TASC:Train Automatic Stop-position Controller)は、列車が駅に停車する際に自動的にブレーキをかけて、ホームの定位置に停止させるための運転支援装置。

昇降
（二重式） （ロープ式）

横扉
（フレーム式）

【平成３０年３月末時点】

資料２



5時台 4件,2.3%
6時台 10件,5.7%

7時台 9件,5.1%
8時台 9件,5.1%

9時台 6件,3.4%

10時台 5件,2.8%
11時台 3件,1.7%
12時台 1件,0.6%
13時台 4件,2.3%

14時台 4件,2.3%
15時台 3件,1.7%
16時台 6件,3.4%

17時台 8件,4.5%
18時台 3件,1.7%

19時台 6
件,3.4%

20時台 13
件,7.4%

21時台 15
件,8.5%

22時台 24
件,13.6%

23時台 28
件,15.9%

24時台 14件,8.0%
26時台 1件,0.6%

階段等による狭隘箇所

17件,9.7%

狭隘箇所ではない

68件,38.6%
不明 91件,51.7%

監視員有り

53件,30.1%

監視員無し

68件,38.6%

不明 55件,31.3%

酔客 96件,54.5%

体調不良 8件,4.5%
携帯電話使用 1件,0.6%

旅客トラブル 1件,0.6%

その他 70件,39.8%

ホームにおける事故の分析（精査中）

事故発生要因別 狭隘箇所別

ホーム監視員の有無別

平成29年度に発生した駅ホームからの転落およびホームでの接触事故176件を対象に分析・整理

○発生時間帯別では、「22～23時台」で多く発生しており、全体
の約30%を占める。

○事故発生要因別では、「酔客」が最も多く全体の約54.5%を占
めている。

○狭隘箇所別では、「不明」が全体の約半数であったが、残りに

ついては「狭隘箇所ではない」が全体の約38%を占めている。

○ホーム監視員の有無別では、監視員の有無による大きな差違

は見られない。

発生時間帯別

■：目安ラッシュ時間帯（7時～10時、17時～21時）

（うち視覚障害者1件）

（うち視覚障害者1件）
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「駅ホームにおける安全性向上のための検討会」 
中間とりまとめ概要（平成２８年１２月） 

 
１．駅ホームにおける更なる安全性向上に向けた対策の考え方 

○ ハード面：ホームドアと内方線付き点状ブロックの整備を中心に転落防止対策を講じ、その整備の加速

化を図る。 

○ ソフト面：駅員等による乗車・降車の誘導案内を中心に転落防止対策を講じる。 

○ フォローアップ：国土交通省において、検討会を活用して進捗管理を実施し、ハード・ソフト両面の取組

状況を公表するとともに、好事例を水平展開する等、鉄道事業者の積極的な取組を促進していく。 
 

２．主なハード対策 

○ ホームドア：（引き続き 10 万人以上の駅を優先的に整備） 

 利用者 10 万人以上の駅： 

（ア） 整備条件※を満たしている場合、原則として平成 32 年度までに整備。 

※整備条件･･･車両の扉位置一定、ホーム幅を確保できる等 

（イ） 整備条件を満たしていない場合、 

・ 新しいタイプのホームドアにより対応する場合、概ね 5 年を目途に整備/整備着手。 

・ 車両更新により対応する場合、更新後速やかに整備。 

・ 車種等の混在が多く扉位置不揃いの解消が困難な場合等、ソフト対策を重点実施。 

 利用者 10 万人未満の駅：駅の状況等を勘案した上で、10 万人以上と同程度に優先的な整備が必

要と認められる場合に整備。 

 技術面、コスト面の課題に対応可能な新たなタイプのホームドアを「新型ホームドア導入検討の手

引き」も活用し、積極的に普及促進。また、コスト低減等による一層の普及促進のため、国土交通

省と鉄道事業者等による「新型ホームドアに関する技術ＷＧ（仮）」を設置。 

→交通政策基本計画（平成 27 年 2 月閣議決定）において、平成 32 年度に約 800 駅としている整備目

標について、できる限りの前倒しを図る。 

 国は、鉄道事業者に対して必要な支援を行うとともに、地方公共団体に対して支援を求めることと

し、引き続き、三位一体の取組により進めていく。 

○ 内方線付き点状ブロック：（10 万人以上の駅は概ね整備済み） 

 １万人以上の駅：平成 30 年度までに整備。 

 3 千人以上の駅：可能な限り速やかに整備。 
 

３．主なソフト対策 

○駅員等による対応の強化： 

 ホームドア未整備駅において、誘導案内の申し出のあった視覚障害のある人に対し、駅員等によ

る誘導案内を実施、危険時に視覚障害のある人が明確に気づく声かけ。 

 駅員等の接遇能力向上に向けた教育の充実。 

○ 旅客による声かけ、誘導案内の促進等： 

 視覚障害のある人に対する具体的な誘導案内の方法を盛り込むとともに、歩きスマホ等の迷惑行

為を行わないよう呼びかける啓発を実施。 

○ 心のバリアフリーの理解促進等： 

 「企業における汎用性のある研修プログラム」検討への協力、バリアフリー教室の内容の充実等。 

○ 駅における盲導犬訓練等への協力 
 

４．その他の安全性向上に資する考え方 

○ 短期的に結論を得ることが難しいもの等であり、安全性向上等に資するものは検討を継続。 

視覚障害者誘導用ブロックの敷設基準、明度・輝度・コントラストへの配慮、ボランティア活用の検討 等 
 


